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はじめにはじめにはじめにはじめに    

 
 

1993 年の生物多様性条約発効以降、医薬品や有用物質の開発の原材料およびその情報源となる
生物遺伝資源（以下「生物遺伝資源」という）へのアクセスに対して、途上国は厳しい規制を導入

しつつある。このような状況のもと、相手国の制度の不透明性、不備等から、わが国のバイオ企業

は、製品開発等の競争力の源となる多様な生物遺伝資源の確保がほとんど行われていないのが現状

である。 
一方、2002年 4月の生物多様性条約（CBD）第 6回締約国会議において「遺伝資源へのアクセ
スとその利用から生じる利益の公正・衡平な配分に関するボン・ガイドライン」（ボン・ガイドラ

イン）が採択された。 
この指針は、法的拘束力を持たないが、CBDの規定をより具体的に示したものである。しかし、
開発途上国の多くは、生物遺伝資源および関連する伝統的知識の利用から生じる利益配分に関して、

法的拘束力のある「国際的制度」が必要であると主張し、2002年 8月‐9月のヨハネスブルグ「地
球環境サミット」において、利益配分のための「国際的制度」の交渉について、次回の生物多様性

条約会合（COP7、2004年 2月）の場で検討を行うことが決まった。 
このような状況を踏まえ、わが国のバイオ関連企業の生物遺伝資源へのアクセスを促進すると

共に、そのプロセスをてこにして途上国との良好な関係を構築し、アクセスに関する合理的なルー

ルの形成を図ることが本事業の目的である。 
本年度は、①生物遺伝資源へのアクセス実施に必要な制度的基盤の整備（国際的制度への対応、

ボン･ガイドラインの普及等）、②生物資源へのアクセスを容易にするための情報収集（国際動向の

把握）と国内に向けての情報発信、③わが国企業による途上国の生物資源へのアクセス実施の支援、

に重点をおき事業を実施した。 
 
本報告書は、経済産業省による「平成 15 年度環境対応技術開発等（生物多様性条約に基づく遺
伝資源へのアクセス促進事業）」を財団法人バイオインダストリー協会が受託し、実施した成果を

とりまとめたものである。 
本事業は産業界専門家、学識経験者から構成されるタスクフォースにおいて主に議論し遂行した。

本報告書の刊行にあたり、ご協力いただいた各委員ならびに関係者各位のご指導、ご尽力に深く感

謝の意を表する次第である。 
 
平成 15年 3月 

財団法人バイオインダストリー協会 
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